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２０２０年度第３次補正予算 

および２０２１年（中間年）度薬価改定に関する要望について 

 
 新型コロナウイルス感染症「第 3 波」の到来により、新規感染者数が過去最多を更新し

ている現状において、医療崩壊を招かないために引き続き医療提供体制の確保・強化を図

っていく必要がある。しかし、新型コロナウイルス感染症の影響で、医療機関の経営状態

は非常に悪化しており改善の見込みも立っていない。このような状況下、初の中間年改定

となる２０２１年度薬価改定が実施された場合、更なる経営悪化が予想され、現在の医療

提供体制を維持することが一層難しくなる。 
以上より医療提供体制の確保・強化のために、下記の支援等を強く要望する。 

 
記 

 
１．重点医療機関・協力医療機関の病床確保支援事業等の継続および強化と早期の交付 
   2021 年 3 月末で新型コロナウイルス感染症が収束するとは考え難く、2021 年 4 月

以降も現状と同等の医療提供体制を確保する必要がある。2021 年度においても地域に

おける新型コロナウイルス感染症治療体制を維持していくために、重点・協力医療機

関における病床確保支援事業等の継続および強化と、国が責任を持って遅滞すること

なく対象となる医療機関に支援金等を交付することを要望する。 
 

２．新型コロナウイルス感染症患者を受け入れる後方病院への新たな評価及び支援 
   現在、各地で新型コロナウイルス感染症患者用の病床が逼迫している中、確保した

病床を最大限活用するために「退院基準」を満たした患者を、速やかに後方病院に転

院させることが求められている。患者の転院を円滑に実施できる体制を整えるために

は、後方病院が十分な感染症対応を実施できる環境を整える必要がある。 
 

 



 
 
後方病院（一般病棟入院基本料等および地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーシ

ョン病棟、医療療養病棟、精神病棟等の特定入院料算定病院）において、新型コロナ

ウイルス感染症の「退院基準」を満たした患者を受け入れるための体制整備に対する

支援、及び実際に患者を受け入れた際の更なる評価を早急に実施することを要望する。 
 
 ３．新型コロナウイルス感染症患者の入院治療を行う病院の適正な評価 
    現在、さまざまな入院料の病棟で新型コロナウイルス感染症患者の入院加療が行わ

れている。新型コロナウイルス感染症の治療に対する評価は、A205「救急医療管理加

算」を準用して行われてきたが、地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病棟、

精神病棟等の特定入院料算定病棟や療養病棟入院基本料、障害者施設入院基本料算定

病棟では「救急医療管理加算」が算定できないため、新型コロナウイルス感染症患者

の入院治療を行っても評価されない状況となっている。現在、病床の不足から各地で

さまざまな病棟での新型コロナウイルス感染症患者の入院治療を行う必要が生じてき

ていることから、適切に入院治療を行う病院を評価することを要望する。 
 
４．新型コロナウイルス感染症を疑う患者の入院に関する更なる評価 
   協力医療機関以外でも、新型コロナウイルス感染症の疑似症患者として入院が必要

となることは日常的に認められる。この場合、第二種感染症指定医療機関の指定の有

無に関わらず A210 の 2「二類感染症患者入院診療加算（250 点）」を算定できること

となっている。しかし個室又は陰圧室での管理が必要であるにもかかわらず、個室料

を別途請求できない。新型コロナウイルス感染症疑似症患者の治療のため、個室等で

対応を行った場合の更なる評価を早急に実施することを要望する 
 
５．医療機関・薬局等における感染拡大防止等支援の更なる評価 
   コロナ禍においても地域医療を継続するためには、新型コロナウイルス感染症の受

け入れ病院だけではなく、一般診療を行う医療機関とともに面で支える必要がある。

感染拡大が長期化する現在、感染拡大防止等支援制度の更なる評価・充実を要望する。 
 
６．院内感染（クラスター）となった病院に対するさらなる支援 
   院内感染は過失により発生するものではなく、またクラスター化した病院は甚大な

被害を受けている。重点医療機関としての認定措置となっているが、被害規模は様々

であり、個々の被害に応じた更なる支援がなされることを要望する。 
 
７．2021 年（中間年）度薬価改定、およびその財源の有効な活用 
   現在、中医協において実施が検討されている 2021 年（中間年）度薬価改定は、新型

コロナウイルス感染症により悪化している全国の医療機関の経営状況等を十分に考慮

し実施を検討するよう要望する。 
また薬価改定を実施した場合、病院経営のさらなる悪化につながる可能性が高く、

医療崩壊を招かないためにも薬価改定で生ずる財源については、入院基本料など診療

報酬本体の引上げなど地域医療提供体制の維持のため有効に活用することを要望する。 
 

以上 


